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絶 対地 代 の水 準 の一 考察

寺 出 道 雄

< 目次>

H 問題

H 絶対地代の水準 

0 結論

H 問 題

マルクスは，『資本論』第三部第45享 r絶対地代」 

において，未耕地の土地所有者が絶対地ftを作り出す 

機構について次のように展開する。

「需要が新しい土地の開塾，つまりこれまで耕作さ 

れていた土地よりも豊度の低い土地の開塾を要求する 

場合を仮定すれば，土地所有者は，土地生産物の市場 

価格が十分に高くなってこの土地での投資が借地農業 

者のために生産価格を償うようになり，したがってま 

た通常の利潤をあげるようになったからとて，これら 

の地所を無料で貸すであろうか？ けっしてそうはし 

ないであろう。投資は士堆所有者のために地代を生ま 

なければならない。彼は，彼への借地料の支払ができ 

るようになったとき，はじめて賃貸しするのである。 

だから，市場価格は，生産価格を越えてP + r まで上

がり，土地所有者への地代の支払ができるようになっ
(1)

ていなければならない。」

それでは，そうした土地所有者の，土地生産物の市 

場価格を引き上げる力の上限はどこで画されるのであ 

ろうか？ 土地生産物の「価値」によって，というの 

が第45章 「絶対地代」の主調をなすマルクスの解答で

注 （1 ) M arx〔1〕m.S. 765~766,⑤. p. 972〜973. 

( 2 ) 拙稿〔6〕P.129参照。

〔3) M arx〔1〕m.S. 761,⑤. p. 967.

( 4 )  ibid., in .S .7 6 6 ,⑤. p .973.
( 5 )  ibid., m . S . 7 6 6 ,⑤. p .973.

あった。.しかしながら，そうした解答が，絶対地代の 

上限の理解そのものとしても，また，生産価格論を媒 

介とした地代論の次元における価値法則の理解として 

も，問題を含んでいることは，これまでも指摘され， 

別稿でも検討した通りである。

だが，第45章 「絶対地代」において，マルクスは， 

そうした展開と同時に，絶対地代の水,を決定する事 

情について，次のようないくつかの具体的叙述を残し 

ているのである。

① 「旧来の借地での追加投資と，A 種の新地の追加

耕作とは，互いに制限をなし合っている。追加資本が

同じ借地でより不利な生産条件のもとで投下されるこ

とのできる限界は，土地部類A での競争的新投資によ

って与えられる。他方，この土地部類が生むことので

きる地代は，旧来の借地での競争的追加投資によって 
C 3 )

限界を画される。」

② r土地所有は，前提によれぱ，賃貸しされなけれ 

ぱ少しも収益をあげず経済的に無価値なのだから，市 

場価格が生産価格よりもわずかに高くなるだけでも，

最劣等種類の新たな土地を市場に投ずるのに足りるの
(4)

である。」

③ rこの租税—— 絶対地代のこと（引用者:)—— を制 

限するものは，旧来の借地での追加投資であり，外国 

の土地生産物の競争— その自由な輸入を前提して

-であり，土地所有者どうしの競争であり，最後に
(5)

消費者たちの欲望と支払能力である。」

④ 「地代が値値と生産価格との差額の全体に等しい
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力、，それともただこの差額の大なり小なりの一部分だ 

けに等しいかということは，まったくただ，需要にた

いする供給の状態と新たに耕作される地域の広さとに
C6)

かかっているであろう。」

⑤ r土地所有は土地生産物の価格をその生産価格 

よりも高く押し上げることができるとはいえ，市場価 

格がどれほど生産価格を越えて価値に近づくか，つま 

り，与えられた平均利潤を越えて農業で生産された剰 

余価値がどの程度まで地代に転化し，どの程度まで平 

均利潤への剰余価値の一般的平均化に参加するかは，

土地所有によって定まるのではなく，一般的な市場状
(7)

態によって定まるのである。」

以上のようなマルクスの叙述は，第45享を含む『資 

本論』第三部が，完成稿としてではなく草稿として残 

されていることによって，その叙述の真意を十分にと 

らえることが困難なものとなっている。そもそも，同 

一の主題に関する叙述が，第45章中に断片的に散在し 

ていること自身，当該の問題に対するマルクスの考察 

が未だ完成されていなかったことを斤すものであろう。

しかしながら，絶対地代の水準の決定に関する，以 

上のようなマルクスの叙述を検討することは，前述の 

ような第45享の問題点を批判した上で，絶对地代論を 

再構成する上での手がかりを与えるものとなるであろ

ね絶対地代の水準

(1)

前掲のマルクスの絶対地代の水準に関するいくつか 

の叙述を整理して検討するための視角として，それが 

大きくわけて二つの主題からなっていることに注目す 

る必要があるであろう。すなわち，第一に，本来，土 

地所有者自身がどのような水準の絶対地代を要求する 

のかという，いわば土地所有者の主体的要求の水系に 

関する主題と，第二に，そうした土地所有者の主体的 

要求が，現実に絶対ilfe代として実現しうる水準のもの 

であるのかという，いわぱ客体的上限に関する主題で 

ある。

資本の運動法則そのものが形成する差額地代を問題 

にする場合には，土地所有者の主体的要求の水準を問

注 （6) ibid., ni.S.770,⑤ . p.978.

(7 )  ibid,, m .S.772,⑤. p.980.なお，III.S.780,⑤.

題にする必要はないが，他ならない土地所有が，自ら 

の積極的な力の行使によって作り出す絶対地代を問題 

にする場合には，絶対地代の客体的上限の分析ととも 

に，土地所有者の主体的要求の水準の分析が不可欠の 

ものとなるのである。

その場合，叙述①，③，④，⑤はもっぱら，あるい 

は主として，絶対地代の客体的上限の分析を行ない， 

叙述②は，土地所有者の主体的要求の水,の分析を斤 

なっているものとみることができるであろう。

そこで，まず，ここでは絶対地代の客体的上限の分 

析から検討しよう。

①は，次のような内容のものであると理解できるで 

ぁろぅ。

土地生産物に対する需要の増大によって，市場価格 

が上昇するとき，追加供給はいかなる形態でなしうる 

力、。今，一定の技術水率のもとで可能な「旧来の借地 

での追加投資」の生産物の個別的生産価格が，「A 種 

の新地」の第一次投資のそれよりも低いと仮定しよう。 

そのような仮定のもとでは，土地生産物の市場価格が 

「旧来の借地での追加投資」の生産物の個別的生産価 

格の水準にまで上昇するなら，追加供給はそのような 

追加投資によって開始され，さしあたり「A 種の新地 

の追加耕作」は行.なわれないまま，市場価格はその水 

準で調整されるであろう。逆に，rA種の新地」の第 

一次投資の生産物の個別的生産価格が，「旧来の借地 

での追加投資」のそれよりも低いと仮定しよう。その 

ような仮定のもとでは，追加供給は，「A 種の新地の 

追加耕作」によって行なわれ，さしあたり「旧来の借 

地での追加投資」はなされないであろう。そこでは， 

「追加資本が同じ借地でより不利な生産条件のもとで 

投下されることのできる限界は，土地部類A での競♦  

的新投資によって与えられる」という関係にある。

以上の二つの場合を考慮すれぱ，「旧来の借地での 

追加投資と，A 種の新地の追加耕作とは，互いに制限 

をなし合っている丄

しかしながら，後者の場合，土地生産物の市場価格 

が 「A 種の新地の追加耕作」の生産物の個別的生産値 

格の水準にまで上昇しただけでは，その耕作はなしえ 

ない。なぜならば，T A 種の新地」には土地所有者力； 

存在し絶対地代の支払なしには土地の耕作を許さな 

いからである。そして，その絶対地代，すなわち，

P. 990も参照。 
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rこの土地部類が生むことのできる地代は，旧来の借 

地での競争的追加投資によって限界を画される丄「借

地契約が続いているあいだは，士地への彼の資本の投
C8)

下にたいする土地所有の制限はなくなっている」以上，

rA種の新地」の土地所有者の耕作拒否によって，市

場価格が「旧来の借地での追加投資j の生産物の個別

的生産価格の水, にまで上昇するなら，そうした追加

投資が開始され，市場価格はそこで調整されることに

なり，「A 種の新地」の土地所有者は絶対地代を獲得

しえなくなるからである。

マルクスの①の叙述を以上のようにふえんするなら，

それは，日高普氏の指摘するように，絶対地代の上限

-- 本稿で客体的上限とよぶもの--に関しきわめ
C9)

て明解な規定をなしえたものであるといえるだろう。 

とりわけ，ここで法目されることは，マルクスの①の 

叙述が，マルクスはそれを明示してはいないものの， 

リカードが最劣等地の差額地代を導き出したのと同様 

の設例を用い，そのもとでの仮定を多様化させること 

によって成立していることである。前述の，「A 種の 

新地の追加耕作」と 「旧来の借地での追加投資」の生 

産性の優劣の二つの仮定において，前者の生産性が後 

者のそれを上回るなら，「A 種の新地」が耕作に導入 

され，そこには絶対地代が生み出される。後者の生産 

性が前者のそれを上回るなら—— リカードがいうよう

に--既耕地に追加投資—— ここでは，既存のどのよ

うな投資よりも生産性の低い追加投資が想定されてい 

る—— がなされることによって，B 種の既存の最劣等 

地にも差額地代が形成されることになる。①は，ふえ 

んしていくなら，最劣等地の差額地代と絶対地代の関 

係を解明する契機となるという意味でも重要である。

これに対して，③では，ただ「旧来の借地での追加 

投資丄「外国の土地生産物の競争丄「土地所有者どう 

しの競争」，r消費者たちの欲望と支払能力」が併列さ 

れるのみである。

ここで，r旧来の借地での追加投資」の問題は①で 

の叙述のくり返しである。また，「外国の土地生産物 

の競争」は，後述するように，現実の農業問題におい 

てきわめて重要であるとはいえ，そのまま地代論の展 

開にとり入れられるものではない。さらに「土地所有 

者どうしの鏡争」は，絶对地代に対する土地所有者の

主体的要求の水準を決定するものとして他の三者と同 

一に論じるわけにはいかない。そうすると，③の叙述 

で新たに問題となるのは，「消費者たちの欲望と支払 

能力」の問題であろう。

たしかに，消費者たちの支払能力にうらづけられた

欲望が存在しないかぎり，いかに士地所有者が耕作を

拒否しようと，土地生産物の市場価格が引き上げられ

ないことは明らかである。土地所有者の耕作拒否は，

供給を一定の水準から増大させない作用をもつとはい

え，それを積極的に減少させるものではない。そうで

あるとするなら，そこで市場価格が上昇するというこ

とは，需要の増大傾向が前提されているのである。い

わぱ，①では，需要の増大傾向の存在という前提のも

とで，絶対地代の客体的上限が考察されていたのに对

し，③では，その前提そのものが明示されているのだ

といえるだろう。 しかしながら，別稿でもみたよう

に，地代論全体は，土地生産物への需要の増大傾向と
( 10) '

いう基調のもとで展開されろものであった。したがっ 

て③での指摘は，そうした基調の再確認以上にでるも 

のではない。

④でも，r需要に対する供給の状態」と 「新たに耕 

作される地域の広さ」が併列される。ここで，「需要 

に対する供給の状態」は，それが土地生産物の市場価 

格の引き上げの可能性を意味する限り，③について述 

ベた通りである。また，r新たに耕作に導入される地 

域の広さ」は，一定の絶対地代の要求が現実にみたさ 

れる期間，すなわち，需要がr新たに耕作に導入され 

る地域」による追加供給によってみたされ，その土地 

の地代が絶対地代として存在する期間を決定する条件 

であっても，絶対地代の大いさそのものを決定する条 

件であるとは思われない。

⑤の「一般的市場状態」とは，④の「需要に対する 

供給の状態」と同じものであろう。

以上のように考えてくるなら，マルクスの絶対地代 

の客体的上限に関する展開の核心は，①における「こ 

の士地部類が生むことのできる地代は，旧来の借地で 

の競争的追加投資によって限界を画される」という指 

摘にあるといえるだろう。この指摘によって，絶対地 

代論の重要問題の一' "が解決されているのである。後 

述する士地所有者の絶対地代に対する主体的要求の水

注 （8) M arx〔1〕M.S. 761,⑤. p.'967.

( 9 ) 日高〔2〕p.396~397参照。

( 1 0 )拙稿〔7〕P. 50〜51参照。
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ipが与件とされるなら，そうした土地所有者の要求は，

r旧来の借地での競争的追加投資」をよびおこさない 

跟り実現され，それをよびおこすなら実現されないの 

である。

もちろん，ここで，日高普氏によって次のような享 

情が指摘されている。

新たに耕作に導入される土地の土地所有者が獲得す 

る地代が純粋な絶対地代である上限，土地所有者の士 

地生産物の市場価格を引き上げる純粋な力の上限は， 

土地所有が存在せず，新たに耕作に導入される土地が 

タダで耕作できると仮定したとき，そこ.における供給 

の上限のもとで，市場価格がその生産物の個別的生産 

価格によって調整されうる需要の上限によって与えら 

れる。

今，D 地を最優等地とし，A 地の耕作圈内.ベの導入 

が問題となり，その第一次投資の生産物の個別的生産 

価格が土地所有者が耕作にあたって1 エーカー当 

りに要求する地代を/?とし，現にA 地の一部がの地 

代を支払って乍されており，市場価格はp + r まで 

上昇しているとしよう。ここ'で，样給がD 地……A 地 

の全体の生産物として与えられても，市場価格が/>以 

上であるような需要によって，供給がD地 … B地の 

全体とA 地の一部の生産物として存在するときの市場 

値格/>+7■がもたらされているなら，A 地に土地所有 

が存在せず，タダで耕作を開始することができても， 

その時点では，A 地の土地所有の力によってではなく， 

A 地の制限性によって，そこには過渡的差額地代が生 

じていることになる。したがって，それと同一の需要 

によってもたらされているの市場価格の値上りは， 

純粋な士地所有者の価格引き上げによってもたらされ

たものではなく，/?は純粋な絶対地代とはいえないの
(12)

である。

以上のような点からするなら，新たに耕作に導入さ 

れる土地の所有者が，「旧来の借地での競争的追加投 

資」をよびおこすことなく地代を獲得しえても，それ 

は直ちに純粋な絶対地代であるとはいえないのである 

力’、，その点をひとまずおくとすれば，絶対地代の客体

的上限の問題への解答は，
(13)

ているのである。

.ルクスの①の叙述につき

(2)

他方，マルクスは，絶対地代に対する土地所有者の 

主体的要求の水準に関しては，②と③の一部において 

簡単な指摘を行なっているのみである。この主題に関 

しては，なお検討されなければならない問題が存在す 

る。

土地所有が土地生産物の市場価格を弓Iき上げる力， 

絶対地代の原因となる力は,土地を耕作させないこと 

によってのみ発揮されるが, 逆に，土地を耕作させな 

い限り絶対地代は取得できないという関係にあること 

は，日高氏によって既に指摘されている。

それでは，そのような関係のもとで，土地所有者が 

ある有意義な水,の絶対地代を主体的に要求すること 

は，いかにして可能であろう力、。

この場合，土地所有者が，独占的共同行為によって 

そうした有意義な水準の絶対地代を主体的に要求する 

とするなら問題は簡単である。しかしながら，原理的 

世界の一環としての地代論において，資本家の共同行 

為も，土地所有者の共同行為も想定されてならないこ 

とはいうまでもない。絶対地代論において問題となる 

独占，いわゆる土地所有の独占とは，さしあたり，新 

たに耕作に導入される土地が，土地経営資本家^は異 

なる人格である土地所有者によって所有しつくされて 

いるという事態，士堆の土地所有者による独占という 

事態以上のものを意味するのではないのである。

マルクスが②で，r土地所有は，前提によれば，賃 

貸しされなけれぱ少しも収益をあげず経済的に無価値 

なのだから,’市場価格が生産格よりもわずかに高く 

なるだけでも，最劣等種類の新たな土地を市場に投ず 

るに足りるのである」と述べ，③で，「土地所有者ど 

うしの競争」の存在を指摘するとき，そこではそうし 

た土地所有者の独占的共同行為の否定が含意されてぃ 

るのだといえるだろう。しかしながら，他方，土地所 

有者の独占的共同行為が想定できないということから，

注 〔1 1 )日高〔2〕p‘410~432参照。

( 1 2 )このような含意において絶対地代の客体的上限は「需要」や「供給」の状態にかかわってき，それ自身はさら 

に「新たに耕作に導入される地域の広さJ 等々 に依存することになる。

(13) 土地所有者の行動原理として，後述i■るような地代の極大化をめざす競争を想定するなら，土地の耕作を許すまで 

の間の過渡的差額地代をみすみす見逃すようなことはありえない。しかしそうした想定が否定されるなら，このよ 

うな問題が、発生する。
( 1 4 )日高〔2〕p.420~421参照。
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逆に，土地所有者の行動として，マルクスの②，③の 

叙述での指摘を全面化し，一定期間にえられる地代を 

極大化する競争を純粋に想定するなら，有意義な水享 

での絶対地代に対する主体的要求の形成を論証するこ 

とは困難なものとなってくる。

土地所有者が土地を貸さず，土地生産物の市場価格 

を引き上げるのは，他の土地所有者が絶対地代を取得 

することができるように"博愛的'’な行為としてそう 

するのではない。それが他の土地所有者の利益に帰結 

することはあっても，主体的動機としてはあくまでも， 

自らが絶対地代を獲得するためにそうするのである。 

とするならぱ，ある土地所有者にとって，自らの取得 

する絶対地代を桓大化するために最も好ましい途は， 

自らは早い段階で土地を貸し出し，他の土地所有者よ 

りも早く絶対地代を享受し，他の土地所有者が土地を 

貸さないことによって市場価格がより引き上げられ， 

より高い絶対地代が可能となるなら，他の土地所有者 

とともに，そうた他の土地所有者の力の成果をも享 

受することであろう。

他の土地所有者が/?の絶対地代を要求し，耕作を拒 

否しているもとで，ある土地所有者がの絶対地代 

が可能となったときに土地を貸し出すなら，その士地 

所有者は他の土地所有者より早く の絶対地代を享 

受することができる。そして，その土地所有者は， 

他の土地所有者の力によって， より太でより小 

の絶対地代が可能な期間は，その額の絶対地代を取得 

しえ，市場価格が他の土地所有者にも/?の絶対地代を 

取得させうるまでに上昇したときには，その土地所有 

者もi?の絶对地代を取得しうるのである。

こうしたことは，契約地代と範禱的地代の間に差が

ない，すなわち，ある地代額で借地契約を結んだ後，

借地期間中の土地生産物の市場価格の上昇ないし下落

によって契約地代と範晴的地代の乖離が生まれ，それ

によって土地所有者が損失あるいは利益を受けること

がないという想定のもとでは生まれてくる享態なので
(15)

ある。もちろん，現実的には，そうした想定が完全に 

みたされることは困難であろ.う。しかしながら，地代 

論の展開においてはそのように想定されなけれぱなら 

ないのであり，また，地代論の展開がそれによって例

示される穀物地地代をとってみるなら，19世紀中葉の 

イギリスにもみられた単年契約の場合，現実にもそう 

した想定はかなりの® 度みたせたであろう。そのよう 

なもとでは，土地所有者にとって，他の土地所有者の 

要求するよりも低い絶対地代で土地を貸し出すことに 

は，積極的な利益はあるものの積極的な不利益は何も 

ないのである。

そして，以上の簡単な設例では，他の土地所有者が 

i?の絶対地代を要求するとき，ある土地所有者は 

の地代で土地を貸し出すと想定したが，その土地所有 

者にとって， %R, X%R……で土地を貸し出し 

たとき，そうした利益がより大になることは明らかで 

ある。そして，他の土地所有者にも，そうした"ぬけ 

がけ" を傍観している根拠は何もない。そこではi?の 

水準自身が低下していくことになるのである。

絶対地代論において，地ftの極大化をめざす土地所 

有者の競争を純粋に想定するなら，土地所有者の絶対 

地代に対する主体的要求の水準は，単に単位生産物当 

たりに遺元したときのみならず，単位面積当たりで 

も，極めて少額のものとなるのである。

そうした極めて少額の水準とは，前述のような，契 

約地代と範晴的地代の差がないという想定のもとでは， 

借地契約にともなう費用—— 借地契約の設定そのもの 

や地代の取りたて等々に要する費用—— と，資本の投 

下に擬制されるであろうそうした費用の投下に対する 

利潤に擬制されるであろう部分の和に他ならないであ 

ろう。そうした存在は，士地所有の存在そのものに 

よって，土地所有者にとっての獲得の必然性が生じる 

ものとして，全く無視することはできないにせよ，現 

実には文字通り極めて少額のものであろうから，絶对 

地代論の存在理由は大きく失なわれることになるだろ 

ぅ。
こうした把握に帰結しているのが日高氏の絶対地代 

論である。

「一等級一 単位の場合でももし超過利潤をそのつど 

とりあげることができるとしたら，土地所有者はタダ 

で貸してなるべく早く耕作圏にいれた方が有利であろ 

う。そういうことができないからある額の地代を初 

めから要求するのであるが，その点だけについては本

注 （1 5 )拙稿〔7〕の P.52で述べたように，年々の豊凶や景気循環等による市場価格の上昇.下落の問題は契約地代の設 

定で調整されると考えなければならない。しかしそうした変動の捨象の上にもたらされる市場価格の変動はすべて 

地代として表現されるのである。なお，この場合，市場値格の上昇と下落とを同等の意味をもつものとすろことがで 

きない点については，同 P. 51参照。
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来の絶对地代の場合でも同様である。殊にある土地

の耕作拒否が他の土地の地代を可能にするのであるか

ら，なるべく早く耕作圏にはいった方がトクだという

ことになり，契約期間が特別に長、場合は別としても

普通絶対地代は極めて小さいところに抑えられるであ‘
(16)

ろう。」

しかしながら，ここで，本来地代に転化すべき超過 

利潤は，土地所有者が「そのつどとりあげる」と想定 

されなければならないことは前述の通りである。そう 

したことが実際には困難であっても，地代論の展開で 

はそう想定されなけれぱならないのでをる。そうすれ 

ぱ，日高氏の場合，借地実約にともなう費用の問題は 

捨象されているのだから，絶対地代はr極 め て 小さ 

い」どころか無になるであろう。

こうした日高氏の絶対地代論は，日高氏の未耕地の 

土地所有の論IEの方法と結びついているものであっ 

すこ。 ' 、

日高氏は大内力氏とともに，未辑地の土地所有を次 
(17)

のような形で論証する。

差額地代論を通じて，土地は最劣等地をも含め，耕

作されるなら地代を生むことが論IEされる。そして，

土地が耕作されるなら地代を生むという事態は，これ

から耕作に導入される未«̂ 地に将来地代が生じること

を期待せしめ，そこにも土地所有を形成する根拠を与

えることになる。絶対地代とは，そうして形成された

土地所有が，逆に資本に对して働きかけることによっ

て生み出されるのである。

もちろん，綿谷越夫氏が指摘し，別稿でもふれたよ

うに，絶対地代の前提となる未耕地の土地所有のこの
(18)

ような形での論証は問題を含んでいる。しかしながら， 

仮に，そのような形の論証を行なうとするなら，そこ 

で未耕地の土地所有として措定さ;a るものは，あくま 

でも資本の運動そのものによって措定された土地所有 

という性格をもつことになる。そうするなら，そのよ 

うな土地所有には，地代の極大化をめざす競争という 

行動を純粋に想定するしかない。そして，そこでは， 

絶対地代は無か無にき実上等しいような水策になるの 

である。

「絶対地代を生じさせるためには，土地所有は辑作
(19)

を許してはならず，同時に許さなけれぱならない」と 
(20)

いう「バラドクス」を解いたのが日高氏の絶対地代論 

であるが，それは，同時に，そのバラドクスを解くに 

あたって，土地所有者の行動として，地代の極大化を 

めざす競争を純粋に想定るなら，絶対地代そのもの 

が無に帰結してしまうことを示しているのである。 .

そして，そのような点からするなら，②，③の叙述 

でのマルクスの指摘もまた，問題を残していたといえ 

るだろう。

す べ て の 生産物が価格をも っ た商品として存在し， 

その商品を購入するための収入が，利潤〔利潤. 利子)， 

賃金，地代としてのみ与えられる原理的な世界におい 

ては，士地所有者もまた，自らの所有する士地から貨 

幣収入•地代を獲得することをめざして行動すると想 

定することができるであろう。

しかしながら，ここで，以上のようにいう時，資本 

にとって利潤の極大化がその行動原理となるのと同様， 

土地所有にとって地代の極大化がその行動原理になる 

と単純に想定できるものでないことは注目されなけれ 

ぱならないであろう。

資本にとって利潤の極大化がその行動原理となると 

いうことは，単に，個人的消費財源としての利潤の極 

大化としてそうなるのではない。それは，蓄積財源と 

しての利潤の極大化としてそうなるのである。

資本が利潤の極大化をめざして行動するという事情 

は，諸資本の競争の存在と相互規定的なものであった。 

諸資本の鏡争の中で利潤の極大化をめざさないような 

資本は，結果的には平均利潤の獲得，さらには費用値 

格の回収までもが不可能となり，資本としての自己の 

存立自体を不可能とされるのである。

これに对して，土地所有には，そうしなけれぱ土地 

所有者の土地所有者としての存立自体を不可能とされ 

るような競争を単純に想定することはできない。

もちろん，ここで，既耕地の土地所有—— 既に資本 

の運動法則に包摂された士地所有—— が問題である場

注 〔1 6 ) 日高〔2〕P.423.

( 1 7 ) 日高〔3〕P.169参照。

( 1 8 )綿谷〔5〕P.も 拙 稿 〔6〕p.l33~135参照。 

ひ9 ) 日高〔2〕p.420.

(20) ibid., p. 420.
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合，土地はすでに現実に地代をもたらすことを根拠と 

して，一定の価格をもった商品として所有されうるも 

のとなっている。そして，土地価格の基參が，地代を 

利子率で資本遺元したものとして与えられるに至るな 

ら，資金を有するものとしての資本家によって土地が 

所有される途は十全に開かれ，土地—— 地代の関係は, 

資本—— 利子の関係に擬制されるに至るのである。そ 

こでは，土地はもはや単に個人的消費財源をもたらす 

存在ではなく，資金の投下の対象となるのであり，地 

代の極大化という行動原理は.土地所有者の行動原理 

として内在化されるのである。そして，差額地代論に 

おいては，そうした土地所有の行動原理を，土地所有 

に内在したものとしては積極的に説きえないものの，

既耕^地の土地所有は既にそうした性格の根抓をはらむ 

ものとして，土地条件に起因する超過利潤を，諸資本 

の読争の外に排出していく，諸資本の運動そのものに 

よって確定されるものとしては展開されろのである。

しかしながら，資本制社会における土地所有は，資 

本の運動法則によって包摂された土地所有という側面 

のみをもつのではない。それは，資本制生産の歷史的 

前提をなすものとしての資本の本源的蓄積過程におい 

て，資本とも賃労働も異なる「第三者」として形成 

された土地所有という側面をもつのであり，未だ資本 

の運動法則に包摂されない未耕地の土地所有，絶対地 

代論にお、て問題となる土地所有は，そのような側面 

を純粋に具現する存在であるといえるのであった。

そして，ここで，そのような未地の土地所有者の 

行動原理が，一義性をもって確定できないことは明ら 

かである。

マルクスゆ，『資本論』第一部第24章 「いわゆる本 

源的蓄積」において，土地所有者が囲い込みによって 

所有した土地を，耕地として貸し出さず，deer forest

トランドの土地所有 

囲い

込んだ土地を鹿獵林とするということは，19世紀中葉 

のイギリスのr土地貴族」の歴史的個性に由来するもの 

であり，また，そもそも穀物地と穀物地地代の存在の 

みが想定される地代論の展開では，そうした問題が直 

接取り上げられるものでもない。しかしながら，その 

ような# 例は，本源的蓄積過程において形成された土 

地所有者が，自ら所有する土地を自らの自由な意志に 

よって，他人に耕作させ，あるいは耕作させなかった

t 注 (21)i MarxIC 1 M- S. 759~761,⑤. p.955~959 参照。

(鹿脚林）として用いているス 
(21)

者,の行動を取り上げている。もちろん，ここで，

場合，必ずしも地代の極大化という行動原理をとらな 

かったということ，いわぱ資本の観点からする合理的 

行動をとらなかったということを示すという一点にお 

いては，絶対地代論にとっても一般的な意味をもって 

いるであろう。そうした土地所有者が，はたして地代 

を代償として土地を貸すかどうか，あるいは貸すとし 

てもどれだけの地代でかといったことを一義的に決定 

するものは何もないのである。

たしかに，未耕地の土地所有者も，自らの所有する 

士地から得る地代によって，自らの個人的消參財源を 

確保しなければならない。しかしながら，未耕地の土 

地所有者が，その土地を貸し出すまで，どのようにし 

.て個人的消費財源を獲得していたかは原理的に展開し 

えないし，未耕地の土地所有者が，その土地から，原 

理的世界の外で，どのような有形•無形の利益を享受 

していたのかも展開しようがない。

およそ，未耕地の土地所有者が耕作の代償として要 

求する絶対地代の大いさは，土地所有者個々人の性格 

の差異といったことを捨象するとしても，その土地所 

有者はどのような規模の土地所有者なのか，また，そ 

の土地所有者は同時に既耕地の土地所有者なのか，そ 

うであるとするなら，どのような程度においてなのか 

といったことから，その土地所有者の社会的個性に至 

るまで，もろもろの条件によって，一言でいえぱ，資 

本の運動法則そのものによってではなく，資本の運動 

の歴史的前提である本源的蓄積過程において規定され 

る諸条件に依存するものとして，決して確定的水準を 

与えられるものではないのであろ。たしかに，一定の 

社会の一定の時期には，そうした個別的な諸条件の中 

から，新たに耕作に導入される土地を貸し出すときに 

は，どの程度の絶対地代を要求するのかということに 

ついて，ある程度経験的に一致した水準が形成されて 

くるであろう。しかしながら，そうした水準は，文字 

通り経験的なもの以上にはでないのである。

ここで，絶対地代に対する土地所有者の主体的要求 

の水準が，いわば原理的世界そのものの外で決定され 

る量であるとすれば，それを原理的世界の内に取り入 

れるときには，与えられた量として前提するしかない 

であろう。絶対地代論においては，土地所有者は，新 

たに耕作に導入される土地をタダでは貸さず，耕作に 

あたっては，ある水準の絶対地代を要求するものとし 

て前提されるのである。
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そうした水準そのものを，地代を極大化しようとす 

る土地所有者の競争という，資本の行動原理に純粋に 

擬制された行動原理から，原理的世界の内で展開しよ 

うとすれば，マルクスの叙述が示唆し，日高氏が明確 

に示したように，絶対地代は無か享実上無に等しいよ 

うな存在に帰結してしまうのである。土地所有者の行 

動原理を純粋にそのようなものとして想定しないこと 

を明示することによって，絶対地代に対する土地所有 

者の主体的要求の水準が，「極めて小さい」と積極的 

にいう必要がなくなる—— 逆にいえば，それが有意義 

な水準たりうる—— という点が注目されるべきである。

, 一定の地代を支払わない者には土地を貸さないとい 

う土地所有者の行動が，いまだ資本の運動法則の外に 

あり，資本の運動法則に包摂されていない未■地の土 

地所有者の行動である限り，そうした行動そのものが， 

資本の運動法則そのものによっては確定できないこと 

は当然である。未耕地の土地所有自身が，資本の運動 

法則そのものによってはその存在を論SEできず，資本 

の本源的蓄積過程の結果としての歴史的享実として論 

理に導入されるのと同様，そうした土itfe所有者の行動 

もまた，そのようなものとして論理に導入されるので 

ある。未耕地の土地所有者の行動は，資本の運動にと 

って前提されるしかないのである。

もちろん，ここで，そのような未耕地の士地所有の 

力が，資本の運動法則に対して与えるがみが，何の 

制約もうけないものであるなら，そのような未ま地の 

土地所有の力がもたらす地代としての絶対地代を，地 

代論の原ま的展開において取り扱うことはできないで 

あろう。しかしながら，前述のように，資本の運動法 

則は，そうした未耕地の土地所有の力による絶対地代 

の獲得に，土地生産物の市場価格の引き上げの上限が， 

既耕地の追加投資の生産物の個別的生産価格の水準に 

よって画されるという形で，客体的上限を与えていく 

のである。

たしかに，ここで，未耕地の土地所有者は，そうし 

た客体的上限以上の絶対地代を主体的に要求し耕作 

を拒否しつづけることは可能である。そして，そのよ 

うな耕作拒否が，土地生産物の市場価格引き上げの要 

因として作用しつづけることは疑いない。しかしなが 

ら，土地所有者の絶対地代に対する主体的要求の水準

が，その客体的上限を上回るなら，土地所有者が絶对 

地代を獲得することはできなくなるのである。

絶対地代に対する土地所有者の主体的要求の水,を 

原理的に確定しえなくても，未耕地の土地所有の力の 

行使が絶対地代の実現に帰結する客体的上限を原理的 

に展開することは可能なのであった。その二つの要素 

を総合した場合において，土地所有者の絶対地代に对 

する主体的要求が，客体的上限の下にあるなら，土地 

所有者は絶対地代を取得しえ，上にある'なら取得しえ 

ない。資本の運動法則に未だ包摂されない，未耕地の 

土地所有の生みだす絶対地代は，資本の運動法則その 

ものを一定にゆがめる存在でありながら，その客体的 

上限が，資本の運動法則そのものによって画されるも 

のとして，地代論の原理的展開によって考察されるべ 

き存在であるといえるのである。

以上のように考えてくるなら，未耕地の土地所有の 

存在と，その行動原理とが，資本の蓮動法則そのもの 

からは展開しえないことに者目しながら，その点から 

逆に，絶対地代が資本制地代の「正常な形態」であろ 

ことを否定する見解の問題性も明らかであろう。

阪本捕彦氏によれば，19世紀中葉のイギリスにおい

ても，1836年に th6 Tithe Commutation Act が成立

したものの，それが十分の一税の徵収方法を変えたも

のにすぎなかった点に示されるように，十分の一税の

徴収ft者にも，土地所有者自身にも，「地代を超過Iflj

潤とは考えず，収獲の何割といったふうに考える封建 
(23)

的思考様式」が強く残存していた。マルクスがr絶对 

地代だと思ったものの正体は比例的地代であり，それ 

は先^本主義的な地代思想の残存によって生みだされ 

たもの」だったのであり，資本制地代とするわけには 

いかない。

たしかに，阪本氏の指摘するように，『資本論』の 

展史的素材となった19世紀中葉のイギリスにおいて，

タダでは土地を貸さなかった土地所有者の行動が，

「土地貴族」の歷史的伝統に規定されていたという意 

味で—— 概念の通俗的用法においては—— 「封建的」 

II素を残存させていたことは疑いない。そして，マル 

クスも指摘するように，そこでは，一般に借地農業者 

が平均利潤を獲得するとい'う地代論の前提条件がみた

注 （2 2 ) 注〔13)で述べた問題については. 留意される必要がある。 

( 2 3 )阪本〔4〕p.81. 

f24) ibid., p. 118.
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されないことがめずらしくなかったのであるから，新 

たに耕作に導入される土地の所有者の取得する地代が， 

直ちに純然たるr超過利潤」ではなかったろうことも 

疑いない。

しかしながら，土地が資本の本源的蓄積過程の結果 

として，「第三者」としての土地所有者によって所有 

されるということ力’S 純粋な資本制社会にもっとも近 

V、資本制社会をもたらしたイギリスにおける本源的蓄 

積過程の結果として，絶対地代論において前提される 

といっても，そのことは，そうしたイギリスにおける 

土地所有者の歴史的個性や，それに規定された個々の 

行動が，そのイギリス的個性のままに絶対地代論にお 

いて前提されろということを意味すろのではない。そ 

こでは，ただ，未耕地は資本家とも賃労働者とも異な 

る 「第三者」によって所有され，その土地所有者は一 

定の地代を支払われない限り土地の耕作を許さないと 

いう点のみが前提されるのである。そして，そのよう 

な前提のもとに，絶对地代が，新たに耕作される土地 

においても，土地経営資本が平均利潤を獲得した上で 

支払いうるものであることは，原理的に示しうるので 

ある。

しかも，そのような点は別としても，19世紀中葉に 

おけるイギリスの土地所有者の，絶対地代を求める行 

動が，概念の厳密な用法において「封建的」なもので 

なかったことは注目される必要があるであろう。そこ 

では，未ま地は，本源的蓄積過程の結果として，直接 

生産者から分離され，一定の土地に対する純粋な私的 

所有として存在したのである。未耕地の土地所有が， 

未だ資本の運動法則によって包摂されない土地所有で 

あっても，その土地所有そのものや，その土地所有の 

生み出した地代を，本来，直接生産者に対する直接的 

支配を意味するべき「封建的」性格のものとすること 

はできないのである。

地代論において展開される事象全体がそうであった 

ように，絶対地代の存在もまた，19世紀中葉のイギリ 

スにおいても，さまざまな政治的.社会的等々の伝統

にともなう不純物におおわれていたであろう。そして， 

その不純物は，絶対地代を「封建的」ないし「先資本 

主義的」なものと現象させるほどのものであったかも 

しれない。しかし，絶対地代がたとえそのようなもの 

として現象しても，それを本来的意味で「封建的」 

「先資本主義的」な存在とすることはできないのであ 

る。

他方，綿谷趙夫氏によると，絶対地代は，「資本主 

義の発展にとって不必要かつ不合理な負担」であり，

r資本主爱の経済原理からみて正常な量的規定ゼあすこ 
(26)

えられない」ものとして「資本制地代の『正常な形 
(27) (28)

態』ではな」く，それへの「過渡的形態」にすぎない。

しかしながら，絶对地代を作り出す未耕地の土地所'

有は，綿谷氏自身が指摘するように，未だ資本の運動

法則に包摂されていないとはいえ，「資本の本源的蓄
(29)

積の所産として……近代的土地所有にちがいない」の 

である。したがって，そのような享情のもとでは，絶 

对地代が一たび成立した資本にとって「不必要かつ不 

合理」なものであるとしても，それが資本制地代の 

「正常な形態」ではないとするためには，資本の運動 

そのものが，そのような「不必要かつ不合理」な存在 

を排除する機構をもつことが論証されなければならな 

いであろう。

綿谷氏は，そのようなr農業への投資の制限をつう 

じ穀物価格を生産価格以上に吊り上げて絶対地代をつ 

くりだす，土地所有の積極的機能を封じる結果とな 

る」行動として，究極的に「農業への投資の方式がし

だいに耕地の外延的拡張から，既耕地での集約的投資 
(31)

に変わる」という事情をあげる<7?である。そして，そ 

のような事情の根底には，「開懇可能地の減小と集約 

技術との進歩とによって，前のほうより後のほうの方 

式が，生産性低下の程度が小さく，限界投資で規制さ
(32)

れる生産価格が廉くつくということが存在した」とす 

るのである。

だがここで，「耕地の外延的拡張」よりr既耕地で 

の集約的投資」の方が，「生産性偶下の程度が小」さ

注 （25) 綿谷〔5〕p.19.

(26) ibid., p.19.

(27) ibid., p.19.

(28) ibid., p.19. '

(29) ibid., p.19.

(30) ibid., p. 20.

(31) ibid., p. 20.

(32) ibid., p. 21.
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いなどということは，論理的に一般化することはでき 

ない。また，19世紀中葉のイギリスの歴史的事実をと 

ゥてみても，穀物に对する需要の増大倾向は，.単に既' 

耕地での集約的投資—— 生産性上昇の追加投資を含む 

追加投資—— によって充足されたのではなく，耕̂地の 

外延的拡張によっても充足されなければならなかった 

のである。

もちろん，その場合，耕地の外延的張の必要は，

主に，イギリス国内のより劣等な未耕地への拡張とし

てではなく，海外からの穀物輸入として処理されたの

であり，その価格が，イギリス国内のより劣等な未耕

地への拡張として行なわれた場合に.比して低いもので

あったことは，この間の穀物の市場価格の動向が，そ

れ自身としては上昇•下落のかなり大きな変動を示し

ながら，傾向としては—— 需要の増大傾向の存在にも

かかわらず--全体として上昇傾向にあったとも下落

傾向にあったとも簡単にいえないものであったことを
(33)-

考えれば明らかである。

しかし，前述のように，地代論の展開において，そ 

うした穀物輪入の問題や，その価格の問題が直接に説 

きえないものであることはいうまでもない。耕地の外 

延的拡張の必要は，原理的世界内におけるより劣等な 

未耕地への拡張としていわぱ"翻訳"して説かれる他 

ないのであり，そうした原理的想定は，逆に，原理的 

想定からの備差をもった現実の分析の基準となるので 

ある。

また，地代の量的規定性という点では，これも前述

のように，資本の運動法則は，土地所有者の絶対地代

に対する主体的要求の水, を確定するものではな、が，

未耕地の土地所有の力の行使が，絶対地代の実現に帰

結する客体的上限を与えるという形で，自己を貫いて

いくのである。絶対地代が資本制地代の「正常な形

態」であることの根拠も，そのような点にあったので 
(34)

ある。

© 結 論

絶対地代論の課題は，資本の本源的蓄積過程におい 

て形成された，資本の歷史的前提であると同時に，未 

だ資本の運動法則によって包摂されていない土地所有,

未耕地の土地所有が，資本の運動法則に対していかな 

るゆがみを与え，いかなる上限においてそれに包摂さ 

れるのかという問題の解明にある。

ここで，未耕地の土地所有が，資本の運動法則に対 

して与えるゆがみの内実を解明するのが，土地所有者 

の絶対地代に对する主体的要求の水準の分析であった。

そして，その分析は，未耕地の土地所有そのものが 

そうであるように，絶対地代を支払わない限り，土地 

を乍させないというその行動も，資本の運動法則そ 

のものから導かれるものでなく，歴史的享実として論 

理に導入されるしかないことを示すので.ある。 ここ 

で，そうした展開によって，絶対地代が有意義な量た 

りうること自身の根拠も明らかにされるのである。

もちろん，原理的展開において，安易に歴史的事実 

が導入されるべきでないことはいうまでもない。しか 

しながら，未耕地の士地所有は，他ならない資本の本 

源的蓄積過程において，賞労働の形成の対極として形 

成される土地所有の性格を純粋に具現する存在であっ 

た。そうした未耕地の土地所有とその行動が歴史的事 

実として論理に導入されることが，原理的展開への歴 

史的* 実の過度な導入にあたらないことは，賃労働の 

存在の歴史的事実としての導入と同様，明らかであろ 

5o

また，そうした未ま地の土地所有者が資本の運動法 

則に対して与えるゆがみが，何の制限もうけないもの 

であるならぱ，それを原理的展開にお1/、て問題とする 

ことはできないであろう。そうした士地所有のもたら 

すゆがみの限界を明らかにするものが，絶対地代の客 

体的上限の分析であった。

そして，その分析は，未耕地の土地所有が土地生産 

物の市場価格を引き上げる力が，絶対地代の実現に帰 

結する上限が，既ま地の追加投資の生産物の個別的生 

産価格の水準によって与えられるものであることを示 

すのである。ここで，そうした展開によって，絶対地 

代が資本制地代の「正常な形態」たりうることが明ら 

かにされるのである。

以上のような点からするなら，マルクスの第45享 

r絶対地代」における展開は，絶対地代の上限が「価 

値」によって画されるという主調にもかかわらず，その 

'客体的上限について明快な指摘をなしえている反面，

注 （3 3 ) ここで，穀物輪入元は，アメリカ，ロシア，インド等の資本制的裹業経営.近代的土塊所有の未発達なあるいは存 

在しない諸国であゥのは周知の通りである。

( 3 4 )拙稿〔6〕P.135参照。
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